
１  総  括

（単位：千円）

 特　別　会　計

 公営企業会計

 特 別 会 計

２  補正予算の主な内容

（単位：千円）

①  歳入 （単位：千円）

防衛施設周辺民生安定施設整
備事業費補助金

355,829 [総務費]地方創生拠点整備事業費

(1)一　般　会　計（第３号）
補正前の額 補正額 補正後の額

37,324,890 1,187,750 38,512,640

款  名 項    目 補 正 額 備　　　　　　　　　考

[衛生費]病院施設等原油価格・物価高騰緊
急対策事業給付金

補正額

－

38,512,640

補正前の額 補正後の額

17,916,260

37,324,890

29,234,630 －

11,318,370

1,187,750

 一　般　会　計 1,187,750

11,318,370

－

（令和5年6月定例会提出）

就学前教育・保育施設整備交付
金

72,330

令和５年度補正予算（案）の概要

67,747,270

29,234,630

総　　額 66,559,520

17,916,260

新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金

47,460

[民生費]障害者施設等原油価格・物価高騰
緊急対策事業給付金、高齢者施設等原油価
格・物価高騰緊急対策事業給付金、省エネ・
再エネ推進緊急対策事業費補助金、保育所
等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付
金、障害児通所施設等原油価格・物価高騰
緊急対策事業給付金

国庫支出金
新型コロナウイルスワクチン接種
対策費国庫負担金

153,400 [衛生費]新型コロナウイルスワクチン接種事
業費

　　　　　　　（総額）151,725千円
9,020

86,670 [商工費]事業者電力価格高騰緊急対策事業
給付金

新型コロナウイルスワクチン接種
体制確保事業費国庫補助金

63,000 [衛生費]新型コロナウイルスワクチン接種体
制確保事業費

8,575
[教育費]省エネ・再エネ推進緊急対策事業
費補助金、幼稚園原油価格・物価高騰緊急
対策事業給付金

[民生費]私立認定こども園移行改修費支援
事業費補助金

資 料 ２
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②  歳出 （単位：千円）

新規

新規

新規

拡大

新規

新規

新規

款  名 事　務　・　事　業　名 補 正 額 備　　　　　　　　　考
主な事務
事業調

総務費
市民との対話集会開催事業
費

障害者施設等原油価格・物
価高騰緊急対策事業給付
金

4,220

過年度税外収入還付金

200
開かれた市政の推進を図り、透明性
のある市政情報の発信を行うため、市
民との対話集会等を開催する経費

府支出金 きょうと地域連携交付金 2,120

600 [商工費]舞鶴市・高浜町連携青葉山エリアブ
ランディング事業費

　　（総額）5,220千円

住民自治の基盤となる自治会への新
たな支援として、防犯カメラや放送設
備等の整備に対する支援

P3
自治会施設整備事業費補
助金

1,900

2,500 [土木費]交通安全推進事業費、府道小倉西
舞鶴線等改良促進事業費

新婚世帯支援事業費 9,400

6,525

市債 総務債 156,000 [総務費]地方創生拠点整備事業費

500
令和６年春の北陸新幹線金沢・敦賀
間開業やＪＲの新たな観光列車の運
行開始に向け、おもてなし事業や公
共交通利用促進事業の実施

P6

地方創生拠点整備事業費 511,910 赤れんがパーク周辺の海側園路や駐
車場整備等に係る経費の追加

P4

新・舞鶴市史編さん事業費

P1

計 1,187,750

P2

消防債 125,000 [消防費]消防施設整備事業費

繰入金 財政調整積立金繰入金 78,988

57,528 過年度国庫補助金清算返還金の追
加

舞鶴市・高浜町連携鉄道誘
客・公共交通利用促進事業
費

民生債 17,200 [民生債]私立認定こども園移行改修費支援
事業費補助金

保育対策総合支援事業費補助
金

2,533

[総務費]新婚世帯支援事業費

[総務費]市民との対話集会開催事業費、自
治会施設整備事業費補助金、新・舞鶴市史
編さん事業費、舞鶴市・高浜町連携鉄道誘
客・公共交通利用促進事業費

[民生費]保育所等衛生環境充実事業費、公
立保育所衛生環境充実事業費、公立認定こ
ども園衛生環境充実事業費

京都府結婚・子育て応援住宅総
合支援事業費補助金

地域を担う人材である若者世帯の婚
姻及び定住促進を図るため、新婚世
帯の住宅改修費用等に対する支援

1,650
市制施行80周年を迎えるにあたり、本
市が歩んできた歴史を未来に継承す
るため、舞鶴市史編さんに取り組むと
ともに、80周年記念誌を作成

P5

原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた障害者施設等
に対する支援

P7民生費
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新規

拡大

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

新規

拡大

拡大

子育て支援医療助成費 3,660
子育て世帯の経済的支援策の充実・
強化のため、中学生の医療費自己負
担に係る助成制度を拡充

P8

公立認定こども園衛生環境
充実事業費

224
公立認定こども園が使用済みおむつ
を自園で廃棄処分するにあたり、必要
な専用ごみ袋を無償で支給するととも
に、保管用ごみ箱の購入を支援

P10

2,200
原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた保育所・認定
こども園に対する支援

公立保育所衛生環境充実
事業費

475
公立保育所が使用済みおむつを自
園で廃棄処分するにあたり、必要な専
用ごみ袋を無償で支給するとともに、
保管用ごみ箱の購入を支援

P10

障害児通所施設等原油価
格・物価高騰緊急対策事業
給付金

1,120

P7（民生費）
高齢者施設等原油価格・物
価高騰緊急対策事業給付
金

8,420
原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた高齢者施設等
に対する支援

保育所等が使用済みおむつを自園で
廃棄処分するにあたり、必要な専用ご
み袋を無償で支給するとともに、保管
用ごみ箱の購入を支援

P10

私立認定こども園移行改修
費支援事業費補助金

93,937
私立幼稚園が実施する認定こども園
化に向けた認可・開設に必要となる施
設改修に対する補助

P9

保育所等衛生環境充実事
業費

5,641

原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた障害児通所支
援事業所等に対する支援

土木費 交通安全推進事業費 2,000
住民自治の基盤となる自治会への新
たな支援として、交通安全灯の整備に
対する支援

P3

府道小倉西舞鶴線等改良
促進事業費

3,000 次期道路整備計画検討のため、交通
量調査を実施

P16

新型コロナウイルスワクチン
接種事業費

153,400 新型コロナウイルスワクチン接種に係
る経費

P14

病院施設等原油価格・物価
高騰緊急対策事業給付金

9,020 P7

省エネ・再エネ推進緊急対
策事業費補助金

31,500
原油価格・物価の高騰に直面する民
間の保育施設等が実施する省エネ・
再エネ設備への更新等に対する支援

P11

保育所等原油価格・物価高
騰緊急対策事業給付金

事業者電力価格高騰緊急
対策事業給付金

86,670
電力価格高騰の影響を受けている高
圧電力契約事業者の負担を軽減し、
事業者等の事業継続を図るための支
援

P15

商工費
舞鶴市・高浜町連携青葉山
エリアブランディング事業費

1,200
令和６年春の北陸新幹線金沢・敦賀
間開業に向け、広域からの人流の拡
大を促進するための観光ブランディン
グ事業を実施

P6

原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた病院や診療所
等に対する支援

1,400

子どもの音声言語発達等への影響を
最小限に抑えるため、新生児聴覚検
査費用の一部を公費負担し、周産期
の経済的負担の軽減を図るとともに、
すべての新生児が検査を受けられる
環境を整える

P12

新型コロナウイルスワクチン
接種体制確保事業費

63,000 新型コロナウイルスワクチン接種会場
運営に係る経費等

P13

P7

P7

衛生費 新生児聴覚検査事業費
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拡大

新規

新規

３  令和５年度末の基金残高、市債残高の見込み

(1) 基 金 残 高 （令和５年度末見込み額） （単位：千円）

※

※補正前見込み額は、令和５年度一般会計補正予算（第2号）後の額に令和４年度一般

会計補正予算（第11号）の見込額を反映させたものです。

(2) 市 債 残 高 （令和５年度末見込み額） （単位：千円）

※

※補正前見込み額は、令和５年度一般会計補正予算（第２号）後の市債残高見込額に、

令和４年度債の借入額等を反映させたものです。

計 1,187,750

P7
幼稚園原油価格・物価高騰
緊急対策事業給付金

700
原油価格や電気・ガス料金を含む物
価高騰の影響を受けた幼稚園に対す
る支援

消防費 消防施設整備事業費 125,000
京都府中・北部地域消防指令セン
ターの運用開始にあわせて、消防救
急デジタル無線を更新

教育費
省エネ・再エネ推進緊急対
策事業費補助金

7,875

△ 78,988

補  正  額

10,555,884

 特   別   会   計

区      分 補正前見込み額

 一   般   会   計

298,200計 67,027,713

32,665,187 特   別   会   計

14,036,308

-                        32,665,187

臨時財政対策債等 -                        14,036,308

補正後見込み額

838,329 -                        

11,394,213

補正前見込み額

計

66,729,513

 一   般   会   計

838,329

20,028,018

34,362,526

建  設  地  方  債 298,200

補正後見込み額

補  正  額

△ 78,988

20,326,218

10,476,896

11,315,225

区      分

34,064,326 298,200

原油価格・物価の高騰に直面する民
間の幼稚園が実施する省エネ・再エ
ネ設備への更新等に対する支援

P11

P17
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No. 1

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 市民との対話集会開催事業費

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 ２００ 千円
予 算 書 ９

事

業

の

目

的

　開かれた市政の推進を図り、透明性ある市政情報の発信を行う
ため、市民との対話集会等を開催し、「次世代の思いを紡ぐ対
話」「事業テーマに沿った対話」を行い、市民の意見を市政に反
映できる市役所づくりを実施する。

事

業

の

内

容

１．次世代の思いを紡ぐ対話集会　2回／年
　　　若い世代の思いを互いに紡ぎながら、まちづくりに活かしていく
　　　　高校生から30歳代までを対象

２．テーマごとに開催する対話集会　5回／年
　　　市民の関心が高い施策や事業をテーマとして、疑問に答えたり、
　　　意見や提案をお聴きする機会として開催。
　　　　第1回：赤れんがの開発・整備　 第2回：子ども・子育て
  　　　第3回：デジタル化の推進　　　 第4回：地域の歴史
        第5回：身近な生活環境

国 支 出 金          -

府 支 出 金        100 きょうと地域連携交付金（1/2） 7

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        100

担当課 改革推進 課 課長名 芦田　みゆき
内線
番号

1341

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



1

国の動向

骨太方針2022では、内外の難局が同時かつ複合的に押し寄せており「我々はこれまでの延長線上にない世界を生きている。」として、
新しい資本主義改革を必要とし、「社会課題の解決に向けた取組」として「民間による社会的価値の創造」、「包摂社会の実現」を
位置づけており、新たな時代に向けた持続可能な社会の創造のため、事業の再編を行っている。

舞鶴市の動向

長期にわたる新型コロナウイルス感染症の影響、近年の国際情勢に伴う原油高や、資源高騰をはじめサプライチェーンへの懸念が高まる中、東京一極集
中から、大都市と地方が連携、共生する地方分散型社会の構築が急務となっています。舞鶴市総合計画後期実行計画においては、「未来に希望がもてる
活力あるまち・舞鶴の再生」をまちの将来像に掲げ、本市が有する人の知恵と力を最大限に活かし、新たな時代に向けた舞鶴を創造することにより、希
望を次世代に継承できるまちの実現を目指しており、新たな時代に向けた事業の点検・創造を行うことが重要となっている。

２つの柱

官民連携、民間活用

開かれた市政の推進

１ 次世代の思いを紡ぐ対話集会

若い世代の思いを互いに紡ぎながら、まちづくりに活かしていく

全市対象、高校生から30歳代まで 2回／年程度

２ テーマごとに開催する対話集会

市民の関心が高い施策や事業をテーマとして、疑問に答えたり、
意見や提案をお聴きしたりする機会として開催

テーマごとに全市対象 5回／年程度
第1回：赤れんがの開発・整備 第2回：子ども・子育て
第3回：デジタル化の推進 第4回：地域の歴史
第5回：身近な生活環境

市長が市民の方々と直接お話しし、伺ったご意見等を市政に活かす
※各事業においても市民の皆さんのご意見をお聴きする機会を設けており、
それらに加え、さらに対話の機会を拡充するもの

市民との対話集会

新たな時代に向けた持続可能な舞鶴の創造

業 務 の 効 率 化

各課の業務内容を職員アンケート等で把握し、デジタル化や事業のスリム
化をすることで、業務の効率化を図る
→長時間労働からの解放・本来必要な業務に集中、職員がもっと活躍可能に

デジタル化の推進、作業手順の見直し

資産の効果的な活用

市の資産（施設）等の情報（施設のカテゴリ分け、耐用年数、利用率、位
置図等）をデータ化することで可視化し、人口構造の変化に伴い求められ
る施設機能の変化への対応、最適な配置など、民間活用を含め有効活用の
検討を行う

公共施設マネジメントの推進

事 業 の 再 点 検 事業の新陳代謝を図る

既成概念を取り払い、新たな時代（ニーズ）に必要な事業への組み換え、
所期の目的を果たした事業の終了を行う（ビルド＆スクラップ）

事業の最適化

反映

透明性のある市政の展開 時代に適した施策の実施

効果

改革推進事業 概要

※予算：市民との対話集会開催事業費（６月補正予算提案） ※経費については、既存の行財政改革推進経費で執行



No. 2

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新婚世帯支援事業費

費　　目 総務費 総務管理費 地域づくり推進費

事 業 費 ９,４００ 千円
予 算 書 ９

事

業

の

目

的

　若者の新婚世帯への経済的支援を実施し、既存の子育て世帯へ
の経済的支援と連携した切れ目ない一体的支援を構築することに
より若者世代の婚姻の促進、地域を担う人材である若者世帯の定
住促進を図り、住み続けたいと思える地域づくりにつなげる。

事

業

の

内

容

（１）対象世帯
　①夫婦ともに３９歳以下かつ世帯所得５００万円未満の世帯
　②夫婦のいずれか一方が３９歳以下かつ世帯所得５００万未満の
　　世帯
 
（２）対象経費
　　住宅購入費用、住宅賃貸借費用、引越費用、リフォーム費用
 
（３）補助上限額
　①夫婦ともに３９歳以下の場合　　　　　　　３０万円
　　※但し、夫婦ともに２９歳以下の場合　　　６０万円
　②夫婦のいずれか一方が３９歳以下の場合　　１８万円

　

国 支 出 金          -

府 支 出 金      6,525
京都府結婚・子育て応援住宅総合支援事業費
補助金（1/2、3/4）

7

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源      2,875

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書



No. 3

款 項 目

 

担当課
地域づくり支援

土　　木
課 課長名

村尾　正
尾橋　英憲

内線
番号

３,９００

1224
2350

そ の 他          -

一 般 財 源      1,950

府 支 出 金      1,950 きょうと地域連携交付金（1/2） 7

地 方 債          -

事

業

の

内

容

◆対象事業
【自治会施設整備事業費補助金】（新規）
(1)防犯カメラの設置に係る経費 　　　　　　　　　　　９００千円
  ※補助率１／３、１自治会２台まで

(2)放送施設等の新設、増設、修繕、撤去に係る経費 １，０００千円
　※補助率１／３

【交通安全推進事業費】（拡大）
・交通安全灯の新設、更新、撤去に係る経費　　　　２，０００千円
　※補助率１／３、１自治会５灯まで

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

千円 事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

 人口減少、少子高齢化など地域社会を取り巻く環境は大きく変化
し、自治会が抱える課題も時代と共に変化していく中、住民自治
の基盤となる自治会への新たな支援策として、自治会が行う施設
の整備等に対して補助を行うもの。

事 業 費
予 算 書 ９・１１ 頁

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新たな自治会支援に係る取組

費　　目
総務費
土木費

総務管理費
道路橋りょう費

地域づくり推進費
道路新設改良費



No. 4

款 項 目

一 般 財 源         81

1330担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債    156,000 総務債

府 支 出 金          -

7

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

   355,829 防衛施設周辺民生安定施設整備事業費補助金（7.5/10） 7

事

業

の

目

的

　観光戦略拠点「舞鶴赤れんがパーク」周辺を、隣接する海上自
衛隊施設との連携を図りながら、本市の豊かな自然と歴史・文化
を次世代へ継承し発展させる拠点とするため、防衛省の「まちづ
くり支援事業（補助率７．５／１０）」を最大限に活用した整備
を進める。

事

業

の

内

容

【事業概要】
　・赤れんがパーク周辺園路実施設計（旧文庫山学園周辺）
　・赤れんがパーク周辺法面落石対策工事（旧文庫山学園周辺）
　・赤れんがパーク周辺駐車場整備（庁舎前）
　・海側園路等整備（東体育館前西側）
　・海側園路等用地取得、建物移転補償　等

（参考）今年度着手済事業（当初予算計上済）
　・休憩施設等整備（東体育館海側）
　・赤れんがパーク駐車場整備
　・赤れんがパーク駐車場トイレ整備

事 業 費 ５１１,９１０ 千円
予 算 書 ９

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 地方創生拠点整備事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費



No. 5

款 項 目

一 般 財 源        830

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金        820 きょうと地域連携交付金（1/2） 7

事

業

の

目

的

　現有する舞鶴市史は、市制施行30周年を記念して、昭和48年に
「史料編」が発刊されてから平成６年の「年表編」の発刊に至る
まで、23年を要して全７巻が編さんされた。
　その後、約30年が経過した中、市制施行80周年を迎えるにあ
たって改めて市史の編さんに取り組み、本市が歩んできた歴史を
しっかりと未来に継承するとともに、未来に希望がもてる活力あ
るまちの展望につなげる。

事

業

の

内

容

１．市史編さん（２３１千円）
　①編さん概要…昭和60年代から令和初期までの本市の歩み及び
　　　　　　　　現有市史の記述内容の加筆・修正や分類見直し
　　　　　　　　等を行う。
　②編さん委員会の設置…有識者6名以内で構成
  ③編さん期間…10年程度

２．市制施行80周年記念誌の作成（１，４１９千円）
　　昭和18年の合併以降のまちづくりやまちの発展
　経過など、本市の歩みをダイジェスト版としてまとめる。
　①規格…A4版カラー刷り100ページ程度
　②作成部数…700部
　③作成時期…令和6年3月

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新・舞鶴市史編さん事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 １,６５０ 千円
予 算 書 ９



No. 6

款 項 目

一 般 財 源        850

担当課
企画政策
観光振興

課 課長名
松岡　幸治
竹原　良治

内線
番号

1330
1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金        850 きょうと地域連携交付金（1/2） 7

事

業

の

目

的

　長年にわたり生活圏を共にしてきた京都府北部地域と福井県嶺
南地域は、令和６年春の北陸新幹線金沢・敦賀間開業により、広
域からの人流の拡大が期待される地域である。
　この機会を最大限に生かすため、隣接する高浜町と交通・観光
分野における連携した取組を実施し、広域交通ネットワークの活
性化及び観光ブランディングの推進を目指す。

事

業

の

内

容

■舞鶴市・高浜町連携鉄道誘客・公共交通利用促進事業費
　                                     　　　５００千円
・北陸新幹線金沢・敦賀間開業やＪＲ新たな観光列車に向けた
　おもてなし事業の実施
・公共交通利用促進事業（沿線事業所等への利用の呼び掛け、
　学校へのモビリティ・マネジメント等）の実施

■舞鶴市・高浜町連携青葉山エリアブランディング事業費
                                  　　　 １，２００千円
・日本遺産構成文化財「吉坂堡塁砲台」共同見学会の開催
・青葉山エリア地域資源マップの作成
・赤れんがパーク・ハーバルビレッジ連携イベントの開催
・効果的なエリアプロモーションの発信
・観光協会、生産者、飲食店、アーティスト等による
　連携ブランディング会議の開催支援

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 高浜町と連携した取組

費　　目
総務費
商工費

総務管理費
商工費

交通対策費
観光振興費

事 業 費 １,７００ 千円
予 算 書 ９・１１



No. 7

款

　

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金（全体）

費　　目 民生費、衛生費、教育費

予算書

国 支 出 金     25,680
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金（定額）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事
業
の
目
的

　原油価格や電気・ガス料金を含む急激な物価高騰に直面している
事業者等の負担軽減を図るため、市独自の給付金を支給することに
より、公的サービス提供事業所等の事業活動の継続を後押しする。

事 業 費 ２５,６８０ 千円
予 算 書 9・10・11・12

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )

         -府 支 出 金

2120

【給付対象】
　公的サービス提供事業所等
　　障害福祉サービス事業所、高齢者施設、保育所、
　　認定こども園、私立幼稚園、障害児通所支援事業所、
　　児童養護施設、病院、診療所、歯科医院　等

【給付額】一律給付
　　　入院・入所等施設　：1施設につき20万円
　　　通所・訪問等事業所：1事業所につき10万円

障害福祉・国民年金 島田　敦司

そ の 他          -

一 般 財 源          -

7

地 方 債          -

2468

担当課 課 課長名
内線
番号

地域医療 高嶋　宏行

2471
子ども支援 波多野　直樹 2150

幼稚園・保育所 森　輝明

2130
高齢者支援 竹山　真

款 項 目
３
民

１
社

３
社 障害者施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 4,220 9

３
民

１
社

５
老 高齢者施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 8,420 10

３
民

２
児

２
児

保育所等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 2,200 10

３
民

２
児

２
児 障害児通所施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 1,120 10

４
衛

４
医

１
医 病院施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 9,020 11

10
教

４
幼

１
幼

幼稚園原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 700 12

費 目
事 業 名 補 正 額

予 算 書
ペ ー ジ



No. 8

款 項 目

　

一 般 財 源      3,660

担当課 保険医療 課 課長名 山本　哲也
内線
番号

2160

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　子育て世帯の経済的支援策の充実・強化のため、中学生の医療
費自己負担に係る助成制度を拡充する。

　　　　　　　○令和6年1月から拡充予定

事

業

の

内

容

　中学生の通院の自己負担上限額について、現行、償還払いによ
り1か月1,500円としているが、新たに子育て支援医療費受給者証
を交付し、1医療機関につき1か月200円の現物支給とする。

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 子育て支援医療助成費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ３,６６０ 千円
予 算 書 １０

【現行】

入院

通院 1か月1医療機関につき200円

【令和6年1月から】

入院

通院

0歳～小学生 中学生
1か月1医療機関につき200円

　1か月1,500円

0歳～小学生 中学生
1か月1医療機関につき200円
1か月1医療機関につき200円



No. 9

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 私立認定こども園移行改修費支援事業費補助金

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ９３,９３７ 千円
予 算 書 １０

事

業

の

目

的

 「幼保連携型認定こども園」への移行を目指す私立幼稚園に対
して、認定こども園の認可・開設に向け必要な施設改修費を支援
することにより、円滑な移行を推進するとともに、新たに「３号
認定子ども」（０歳児～２歳児）の受け入れが可能な体制を整
備・促進することにより、待機児童ゼロを確保するなど子育て環
境の充実を図る。

事

業

の

内

容

【対象施設】
　　学校法人聖ヨゼフ学園　舞鶴聖母幼稚園
　
【工事内容（予定）】
　　現園舎の建替整備工事
　　　● 新園舎の施設規模等 ： 木造・平屋建、延床面積 984.01㎡
　　　● 建設事業費（補助対象事業分） ： 約４億１，７５０万円
　　　　　 うち、令和５年度執行予定額 ： 約１億２，５２５万円
　　　● 工　期 ： 令和５年７月～令和７年３月（予定）
　　　　　令和５年度　 詳細設計業務、仮園舎整備工事　他
　　　　　令和６年度　 新園舎整備工事、現園舎解体工事　他
　　　　　　　　※ 給食調理室及び乳児用保育室の整備を含む

【負担割合】
　 〔保育部分〕　国： 2／3、市： 1／12、事業者： 1／4
　 〔教育部分〕　国： 1／2、市： 1／4、 事業者： 1／4

※ 幼保連携型認定こども園へ移行し、令和７年４月の開設を目指す。
　　〔移行後の定員（見込み）〕
　　　　・教育標準時間認定（1号） 45名
　　　　・保育認定（2号・3号）　　48名（うち、0歳児～2歳児 18名）
　　　　　　　　　　　　　　   計 93名

国 支 出 金     72,330 就学前教育・保育施設整備交付金（1/2,2/3） 7

府 支 出 金          -

    17,200 児童福祉債 8

そ の 他          -

一 般 財 源      4,407

担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

2471

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 10

　

■ 対象施設：　認可保育所、認定こども園、認可外保育施設

　 ※ ０～２歳児の受入施設であって、公立を含む。

■ 事業概要
（１）事業用指定ごみ袋（４５リットル）の支給

   年間の総支給枚数　　約 １２，０００枚

（２）保管用ごみ箱の購入費支援

： １施設につき上限 ２００千円

： 定額　

： 国 1／3、府  1／3、市  1／3

※ 認可外保育施設については市が独自に支援。
　

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 保育所等に係る衛生環境充実の取組

費　　目 款 民生費 項 児童福祉費 目
児童福祉措置費

保育所費
認定こども園費

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　保育中に発生する園児の「使用済みおむつ」について、保育施
設内での廃棄処分を促進することにより、当該おむつの持ち帰り
対応によって生じる保護者及び保育士の負担軽減や、感染症等の
衛生上のリスク低減を図るとともに、保育サービスのさらなる向
上と衛生環境の充実を図る。

事 業 費 ６,３４０ 千円
予 算 書 １０

事

業

の

内

容

　保育施設等が「使用済みおむつ」を自園で廃棄処分するにあたり、
必要な専用ごみ袋（事業者用）を在籍園児数等に応じて無償で支給す
るとともに、保管用ごみ箱の購入費用について支援する。

５４０千円

５，８００千円

○ 補 助 基 準 額

○ 補 助 率

○ 負 担 割 合

         -

府 支 出 金      2,533 保育対策総合支援事業費補助金（2/3） 7

そ の 他          -

地 方 債          -

一 般 財 源      3,807

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

保育所等衛生環境充実事業費 （児童福祉措置費） ５，６４１千円

公立保育所衛生環境充実事業費 （保育所費） ４７５千円

公立認定こども園衛生環境充実事業費 （認定こども園費） ２２４千円
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■ 対象施設：

認可保育所、認定こども園、認可外保育施設、幼稚園

■ 補助対象経費：

省エネや再エネの推進に資する設備・機器等の更新又は導入経費

≪代表的な設備等（一例）≫

　　空調設備、給湯設備、ＬＥＤ照明器具、冷蔵・冷凍設備、

　厨房機器、太陽光発電システム、蓄電池など

　※ 将来のエネルギーコストの削減につながる取組を幅広に支援

■ 補助基準額及び補助率：
１施設あたり　上限１，５００千円　（補助率：３／４）

　

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 省エネ・再エネ推進緊急対策事業費補助金

費　　目 款
民生費

項
児童福祉費

目
児童福祉措置費

事

業

の

内

容

　エネルギーコストの削減を図るため、民間の保育施設等が実施する
省エネ・再エネ設備への更新等に要する経費の一部について、補助金
を交付する。

教育費 幼稚園費 幼稚園費

事 業 費 ３９,３７５ 千円
予 算 書 １０・１２ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　原油価格・物価の高騰に直面する保育施設等の負担軽減を図る
ため、省エネ・再エネ設備への更新等に必要な経費を支援するこ
とにより、中長期的な視点に立ったエネルギーコストの削減を促
進するとともに、教育・保育環境のさらなる充実を図る。

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     39,375
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金（定額）

7

府 支 出 金          -

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源          -

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号
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款 項 目

　
【

一 般 財 源      1,400

6200担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

         -

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債

事

業

の

目

的

　先天性の聴覚障害を早期に発見し、適切な治療・療育に確実につ
なげることで、子どもの音声言語発達等への影響を最小限に抑える
ため、産科医療機関において実施される新生児聴覚検査の費用の一
部を公費負担し、周産期の経済的負担の軽減を図るとともに、すべ
ての新生児が検査を受けられる環境を整える。

事

業

の

内

容

【実施内容】
　妊婦に新生児聴覚検査受診券を交付し、概ね生後3日以内に実施
される新生児聴覚検査費用の一部を公費負担する。（府外の産科医
療機関で受検した場合は、申請により検査費用の一部を還付）

〇対象児：令和5年9月1日以降に出生した新生児
　　　　　約350人（見込み）

〇公費負担上限額：自動ABR（自動聴性脳幹反応） 4,020円
　　　　　　　　  OAE（耳音響放射）　　　　　 1,500円
  京都府が府医師会と調整した標準委託単価を設定

〇フォロー体制：
　市で検査結果を把握し、要精密検査児を継続的にフォローする
等、早期に安心して適切な療育が受けられるよう相談支援を行うと
ともに、未受検児への受診勧奨を行う。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新生児聴覚検査事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 １,４００ 千円
予 算 書 １０
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款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

6200

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金     63,000
新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事
業費国庫補助金（10/10）

7

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　新型コロナウイルスワクチンの特例臨時接種の期間が令和５年度
末まで延長されたことに伴い、ワクチン接種の円滑な実施のために
必要な体制を整備するもの。

事

業

の

内

容

　ワクチン接種に必要な物品の調達、ワクチン接種管理システム等
の改修、接種券付き予診票等の作成、対象者への個人通知など接種
体制の確保に要する経費。

【主な経費】
・事務用品、衛生用品等の消耗品費
・接種券、日時等案内通知等の個人通知に係る郵便料
・健康管理システムの改修費
・ワクチン接種管理システムの改修費
・コールセンター運営費
・集団接種会場開設経費　ほか

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 ６３,０００ 千円
予 算 書 １０
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款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

6200

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金    153,400
新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫
負担金（10/10）

7

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　新型コロナウイルスワクチンの特例臨時接種の期間が令和５年度
末まで延長されたことに伴い、新型コロナウイルス感染症の重症化
予防を目的として、希望する方に対してワクチン接種を実施するも
の。

事

業

の

内

容

【追加接種】
（対象者）
　初回接種（1、2回目）を済ませた5歳以上の全ての者
（接種時期）
　1.春開始接種（5月～8月）は下記の者に限定
　　・65歳以上の者
　　・基礎疾患を有するなど重症化リスクが高いと医師が認める者
　　・医療従事者や高齢者施設等の従事者
　2.秋開始接種（9月～12月）
　　・5歳以上で接種を希望する全ての者
 （接種方法）
　協力医療機関での個別接種を基本とし、補完的に集団接種を実施

【初回接種】
（対象者）
　生後6か月以上で接種を希望する者
（接種方法）
　協力医療機関での個別接種

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 １５３,４００ 千円
予 算 書 １０
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款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 事業者電力価格高騰緊急対策事業給付金

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ８６,６７０ 千円
予 算 書 １１

事

業

の

目

的

　電力価格高騰の影響を受けている高圧電力契約事業者の負担を
軽減し、事業者等の事業継続を図るため、市独自の給付金を支給
する。

事

業

の

内

容

１．給付対象
　高圧電力（特別高圧を除く）契約する者のうち、以下に該当する
もの。
　●市内に本店又は主たる事業所を有する中小企業（中小企業法）
　　や個人事業者等（一次産業除く）
　●私立学校（保育所等・幼稚園原油価格・物価高騰緊急対策事業
　　給付金の対象となる教育機関は除く）

２．給付額：一律２０万円

３．受付期間：８月から１２月末（予定）

国 支 出 金     86,670
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時
交付金（定額）

7

府 支 出 金          -

         -

そ の 他  -   

一 般 財 源  -

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債
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款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調

事 業 名 府道小倉西舞鶴線等改良促進事業費

費　　目 土木費 都市計画費 街路事業費

事 業 費 ３,０００ 千円
予 算 書 １１

事

業

の

目

的

 まちの骨格となる道路整備について、府道小倉西舞鶴線等の次期
整備路線の検討を行い、拠点施設（舞鶴国際埠頭や赤れんがパー
ク等）とのアクセス向上による地域経済の活性化等の整備効果を
早期に発現できるよう事業を促進する。

事

業

の

内

容

〇次期道路事業促進費
　・次期道路計画の検討業務  　3,000千円
　　交通量調査（東西地区）　N=12.0箇所

国 支 出 金          -

府 支 出 金      1,500 きょうと地域連携交付金（1/2） 7

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源      1,500

担当課 国・府事業推進 課 課長名 小西　征良
内線
番号

3440

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書



No.

款 項 目

　

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和５年度　主な事務事業調 17

事 業 名 消防施設整備事業費

費　　目 消防費 消防費 消防施設費

事 業 費 １２５,０００ 千円
予 算 書 １１

事

業

の

目

的

　消防救急デジタル無線システムは、出動隊の現場管理、情報統制
を行ううえで必要なシステムであり、１１９番通報を処理する通信
指令システムと一体的な運用を行っている。
　今般、更新周期を迎える主装置の更新を京都府中・北部地域消防
指令センターの運用開始と併せて行うことにより、持続可能な消防
体制の確保に努めるもの。

事

業

の

内

容

〇消防救急デジタル無線基地局系機器整備事業
　・空山・大江山基地局無線設備
　・無線回線制御装置
　・直流電源装置
　・管理監視制御卓
　・遠隔制御装置
　・ネットワーク機器　等の更新を行う

【参考：京都府中・北部地域消防指令センター整備】
　整備時期：Ｒ４～５年度
　運用開始：Ｒ６年４月１日

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

   125,000 消防債 8

そ　の　他          -

一 般 財 源          -

担当課 警防 課 課長名 城代　謙一
（指令担当課長）

内線
番号

9501

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



（参考）第７次舞鶴市総合計画 後期実行計画（案）におけるまちづくり戦略ごとの事業分類

【主な事務事業調No】 【事業費】

令和５年度６月補正予算（一般会計第３号） 1,187,750千円

☆希望がもてるまちづくり 157,252千円

○子育て・教育環境の充実 143,952千円

新 私立認定こども園移行改修費支援事業費補助金 9 93,937千円

新 保育所等衛生環境充実事業費 10 5,641千円

新 11 31,500千円

新 11 7,875千円

新 保育所等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 7 2,200千円

新 公立保育所衛生環境充実事業費 10 475千円

新 公立認定こども園衛生環境充実事業費 10 224千円

新 新生児聴覚検査事業費 12 1,400千円

新 幼稚園原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 7 700千円

○共に助け合い地域が元気なまち 13,300千円

新 新婚世帯支援事業費 2 9,400千円

新 自治会施設整備事業費補助金 3 1,900千円

拡 交通安全推進事業費 3 2,000千円

☆安全で安心なまちづくり 367,840千円

○防災・減災対策の強化 341,400千円

新 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費 13 63,000千円

新 新型コロナウイルスワクチン接種事業費 14 153,400千円

拡 消防施設整備事業費 17 125,000千円

○地域医療の確保 9,020千円

新 病院施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 7 9,020千円

○安心して暮らせる支え合いのまち 17,420千円

新 障害者施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 7 4,220千円

新 高齢者施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金 7 8,420千円

拡 子育て支援医療助成費 8 3,660千円

新 7 1,120千円

省エネ・再エネ推進緊急対策事業費補助金（うち保育所・認定こども園分）

障害児通所施設等原油価格・物価高騰緊急対策事業給付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （うち幼稚園分）

本市の令和５年度一般会計補正予算（第３号）につきましては、第７次舞鶴市総合計画 後期実行計画
（案）において掲げる、目指すまちの将来像「未来に希望がもてる活力あるまち・舞鶴の再生」の実現に
向け、「次世代への積極的な投資」、「安全で安心できる社会の実現」、「魅力的なまちづくりの構築」
の３つの視点と「身を切る行財政改革の遂行」により、各主要事業を政策的経費とした肉付け予算を編成
しました。
各主要事業を後期実行計画（案）で定めるまちづくり戦略と市政運営の基本姿勢に基づき分類すると、

以下のとおりになります。



☆魅力あるまちづくり 603,230千円

○海・港を活かした魅力あふれるまち 511,910千円

拡 地方創生拠点整備事業費 4 511,910千円

○地域産業が元気で、いきいきと働けるまち 86,670千円

新 事業者電力価格高騰緊急対策事業給付金 15 86,670千円

○生涯を通じて健幸（健康・幸福）で文化的なまち 1,650千円

新 新・舞鶴市史編さん事業費 5 1,650千円

○次世代に向けた社会基盤整備 3,000千円

拡 府道小倉西舞鶴線等改良促進事業費 16 3,000千円

☆市政運営の基本姿勢 1,900千円

○市民と共に進めるまちづくり 200千円

新 市民との対話集会開催事業費 1 200千円

○持続可能なまちづくり 1,700千円

新 舞鶴市・高浜町連携鉄道誘客・公共交通利用促進事業費 6 500千円

新 舞鶴市・高浜町連携青葉山エリアブランディング事業費 6 1,200千円

※その他（分類の対象外）

過年度税外収入還付金 57,528千円
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